
戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 1 頁

事務事業名 21192 国保高額療養費貸付事業

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 03 01 01 06 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 01 03 01 01 06 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

戸田市国民健康保険高額療養費資金貸付条例

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 475 475 475 475

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 475 475 475 475

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 475 475 475 475

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



2 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 3 頁

事務事業名 21194 国民健康保険特別会計繰出金

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 01 03 01 02 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 01 03 01 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第７２条の３第１項

根拠法令 国民健康保険法第７２条の４第１項 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 662,727 1,281,413 1,281,413 1,281,413 1,281,413

財
源
内
訳

国庫支出金 85,600 79,776 79,776 79,776 79,776

県支出金 184,598 172,025 172,025 172,025 172,025

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 392,529 1,029,612 1,029,612 1,029,612 1,029,612

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 662,727 1,281,413 1,281,413 1,281,413 1,281,413

指標



4 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 5 頁

事務事業名 21305 一般管理費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 01 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 01 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 44,554 52,427 51,902 51,382 50,868

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 7,869 8,103 8,021 7,940 7,860

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 36 44,309 43,865 43,426 42,991

一般財源 36,649 15 16 16 17

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 44,554 52,427 51,902 51,382 50,868

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



6 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 7 頁

事務事業名 21306 連合会負担金

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 01 01 02 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 01 01 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法施行令第２６条

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 1,553 1,595 1,595 1,595 1,595

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 1,553 1,595 1,595 1,595 1,595

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 1,553 1,595 1,595 1,595 1,595

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



8 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



員 6人 6人 6人 6人 6人

人員 非常勤職員 3人 3人 3人 3人 3人

事業費＋人件費 50,564 49,873 49,783 49,694 49,606

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 現年度賦課件数
件

延べ賦課件数（当初賦課 28,200 27,900 27,600

① ＋各月賦課件数） 30,900 30,670 －

活動
② －

成果 納税通知書出力から発送までに要
日

発送までの事務処理日数 7.25 7.25 7.25

① した日数(現年度) (毎月) 7.5 6.75 －

成果
② －

Ａ：活動・成果ともに達成した。

目標達成 ＜判断理由＞

　活動指標及び成果指標ともに目標値を達成した。ただし、現年度賦課件数については被保険者の転出入や世帯異動などによ
状況

るため、行政において増減をコントロールできるものではないという性質がある。発送に向けたチェックなど職員の作業は迅
の分析

速に行い、大きなトラブルでつまづくこともなく、曜日カレンダーや他分野とシェアするホスト運用処理の都合などととの不

都合もなく実施できた。

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 9 頁

事務事業名 7288 賦課費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保賦課担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 01 02 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 01 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間 昭和３６年度 ～ 令和２年度

地方税法（主要条文：第７０３条の４～第７２８条

根拠法令 ） 関連計画
通 達 等 戸田市国民健康保険税条例 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
国民健康保険加入の納税義務者

国民健康保険税の公正で適切な賦課を行うと共に賦課処理の効率化を図る。

事業目的

国民健康保険の事業運営に係る経費のうち被保険者の負担分を賦課する。

賦課システムの運用により、迅速かつ適正な賦課を行う。法改正があった場合は随時、既存システムを修正する。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

保険税賦課 保険税賦課 保険税賦課 保険税賦課 保険税賦課

事　業　費 9,626 8,935 8,845 8,756 8,668

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 4,354 4,310 4,266 4,223

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 4,581 4,535 4,489 4,444

一般財源 9,626 0 0 1 1

人　件　費 40,938 40,938 40,938 40,938 40,938

投入 常勤職



和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

　平成３０年度からの広域化に際し、県から納付金の額が示され、また、赤字解消に向けて計画を県に提出して

事業の方向性 いる。本市においても、平成３０年度に税率改正を実施したものの、赤字の解消にはまだ遠く、今後の保険税の

在り方については常に検証が必要である。また、課税限度額及び低所得者軽減については法定どおりの対応をし

っかりとっていき公平性を図っていく。

 　税に対する負担や関心が高まるなか、賦課事務を安定的に維持することが、国保制度の安定的な運用にあた

って肝要である。

　令和元年度においては本市の国民健康保険税と赤字解消について十分な検証を行い、令和２年度以降の税率等

の在り方について検討を行う。検証と検討の結果、被保険者の負担が高まる方向性となった場合は、被保険者の

方にも十分な情報提供や周知を行い、国保税賦課事務が円滑に実施されるよう取り組んでいく。

今後の取組方針

10 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

納税通知書の発行やそのシステム管理などにより、国保税を適切に賦課すること

Ｂ Ｂ Ｂ を通じて、国保制度の安定的な運営に資している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

作業性質に応じてパート職員への委任や、業務の外部委託などを組み合わせるこ

Ｂ Ｂ Ｂ とで、職員が事務処理に集中できる環境となっている。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：事業手法は適正な内容である。

＜判断理由＞
事業手法

作業性質に応じてパート職員への委任や、業務の外部委託などを組み合わせるこ

Ｂ Ｂ Ｂ とで、費用を抑えた効率的な方法で実施できている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

事業の原資について、３０年度からは保険税を原資としていることから、受益と

Ｃ Ｃ Ｂ 負担の公平性は保たれている。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
　国保の広域化に際して国保事業費納付金や標準税率が示されるなか、平成２３年度以来の税率改正を実施した

。また、国の法改正に合わせ、平成３０年度も低所得者軽減の拡充を行った。また低所得者軽減と同時に国が法

見直し内容 改正を行った課税限度額の見直しも１段階遅れで実施した。

　税率改正および低所得者軽減と賦課限度額の改正について、十分な周知期間と周知対策を講じたことから、大

きな混乱なく当初賦課等を行うことができた。

見直しの効果 　また、納税通知書等に留意点などの付箋を入れるなどしたため、市民の方からの問い合わせや混乱を避けるこ

とができている。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 11 頁

事務事業名 21307 運営協議会費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 01 03 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 01 03 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第１１条

根拠法令 戸田市国民健康保険に関する規則第２条 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 445 1,235 1,235 1,235 1,235

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 996 996 996 996

一般財源 445 239 239 239 239

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 445 1,235 1,235 1,235 1,235

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



12 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 13 頁

事務事業名 21309 一般被保険者療養給付費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第３６条第１項

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 5,793,954 6,377,298 6,313,525 6,250,389 6,187,885

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 5,793,954 6,377,298 6,313,525 6,250,389 6,187,885

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 5,793,954 6,377,298 6,313,525 6,250,389 6,187,885

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成



14 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 15 頁

事務事業名 21310 退職被保険者等療養給付費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 01 02 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 01 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第３６条第１項

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 23,504 30,488 15,244 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 23,504 30,488 15,244 1 1

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 23,504 30,488 15,244 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



16 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 17 頁

事務事業名 7293 一般被保険者療養費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 01 03 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 01 03 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第５４条第１項及び第２項

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 ■委託 （□3ｾｸ･財団 ■企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 75,593 80,807 79,998 79,198 78,406

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 75,593 80,807 79,998 79,198 78,406

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 75,593 80,807 79,998 79,198 78,406

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 19 頁

事務事業名 21311 退職被保険者等療養費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 01 04 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 01 04 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第５４条第１項及び第２項

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 303 395 197 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 303 395 197 1 1

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 303 395 197 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



20 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 21 頁

事務事業名 21312 審査支払手数料

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 01 05 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 01 05 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 16,036 16,345 16,181 16,019 15,858

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 16,036 16,345 16,181 16,019 15,858

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 16,036 16,345 16,181 16,019 15,858

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



22 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 23 頁

事務事業名 21313 一般被保険者高額療養費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 02 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第５７条の２第１項

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 803,995 832,013 823,692 815,455 807,300

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 803,995 832,013 823,692 815,455 807,300

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 803,995 832,013 823,692 815,455 807,300

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



24 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 25 頁

事務事業名 21314 退職被保険者等高額療養費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 02 02 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 02 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第５７条の２第１項

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 4,805 6,730 3,365 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 4,805 6,730 3,365 1 1

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 4,805 6,730 3,365 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



26 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 27 頁

事務事業名 29406 一般被保険者高額介護合算療養費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 02 03 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 02 03 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 36 2,000 2,000 2,000 2,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 36 2,000 2,000 2,000 2,000

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 36 2,000 2,000 2,000 2,000

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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事務事業名 29408 退職被保険者等高額介護合算療養費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 02 04 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 02 04 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 100 50 50 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 100 50 50 1

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 100 50 50 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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事務事業名 21315 一般被保険者移送費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 03 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 03 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第５４条の４

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 150 150 150 150

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 150 150 150 150

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 150 150 150 150

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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事務事業名 21316 退職被保険者等移送費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 03 02 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 03 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第５４条の４

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 50 50 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 50 50 1 1

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 50 50 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



者に対する 険者に対する 険者に対する 険者に対する

出産育児一時 出産育児一時 出産育児一時 出産育児一時 出産育児一時

金の支給 金の支給 金の支給 金の支給 金の支給

事　業　費 64,525 94,920 90,174 85,665 81,381

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 42,912 63,280 60,166 57,110 54,254

一般財源 21,613 31,640 30,008 28,555 27,127

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 64,525 94,920 90,174 85,665 81,381

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 出産育児一時金申請件数
件

被保険者の出産育児一時 244 200 160

① 金の支給を行う 193 156 －

活動
② －

成果 出産育児一時金受給件数
件

被保険者の出産育児一時 244 200 160

① 金の支給を行う 193 156 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

被保険者数の減少および、被保険者における現役世代の割合が低下しており、比例して、出産件数も減少傾向にある。しかし
状況

、申請件数に対して支給ができており、被保険者の出産時の費用軽減に寄与する制度趣旨を十分果たすことはできた。
の分析
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事務事業名 7300 出産育児一時金

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 04 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 04 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間  ～ 令和２年度

国民健康保険法第５８条第１項

根拠法令 戸田市国民健康保険条例第６条第１項 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
国民健康保険に加入し、出産した（妊娠4か月（85日）以上の死産・流産を含む）被保険者

出産により被保険者が負担する費用の一部を補助するため、出産育児一時金の支給をすることにより、経済的な負担軽減を

事業目的 図る。

被保険者が出産したとき、出産児１人につき４２．０万円（産科医療補償制度未加入分娩機関で分娩したときは４０．４万

円）を支給する。出産育児一時金を出産費用に直接あてられるように、市から国保連合会を経由し直接医療機関等に支払う

事業内容 （直接支払制度）。　出産費用が支給額未満の場合や直接支払制度を利用しない場合は、被保険者から申請された出産育児

一時金支給申請に基づき保険給付を行う。

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

出産した被保 出産した被保 出産した被保 出産した被保 出産した被保

険者に対する 険
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

法定の金額やルールに沿って支給を行うことで、国保制度の円滑な実施に資して

Ａ Ａ Ａ いる。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

直接支払い制度が一般化することで、窓口申請は少なくなっており、事務の効率

Ｂ Ｂ Ｂ 化につながっている。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

直接支払い制度（病院が保険者に出産育児一時金を請求する仕組み）が確立され

Ａ Ａ Ａ ているため、被保険者の費用負担を抑えることができている。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

法定で定められた金額である。

Ｂ Ｂ Ｂ

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
直接支払制度が一般化するなかで、出産育児一時金を窓口にて申請する場合は、海外出産などのケースが多くな

っており、窓口での説明や領収書の確認、翻訳の提出の必要性について丁寧に行うことに努めた。

見直し内容

円滑な支給を行うことができており、出産に要した被保険者の経済的負担の軽減を図ることができた。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

出産時の被保険者の経済的負担の軽減に大きく寄与している。

事業の方向性

法定給付でもあるため、今後も引き続き、出産時の被保険者の経済的負担の軽減を図っていきたい。また、直近

の傾向として現役世代が社会保険に多く異動していることをふまえた目標値を設定し、制度の周知を十分に行っ

ていく。
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事務事業名 33928 支払手数料

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 04 02 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 04 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 29 48 46 44 42

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 29 48 46 44 42

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 29 48 46 44 42

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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事務事業名 7301 葬祭費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 02 05 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 02 05 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法第５８条第１項　

根拠法令 戸田市国民健康保険条例第７条第１項 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

被保険者が死 被保険者が死 被保険者が死 被保険者が死 被保険者が死

亡したとき、 亡したとき、 亡したとき、 亡したとき、 亡したとき、

施主に対して 施主に対して 施主に対して 施主に対して 施主に対して

支給 支給 支給 支給 支給

事　業　費 6,650 7,950 7,950 7,950 7,950

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 6,650 7,950 7,950 7,950 7,950

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 6,650 7,950 7,950 7,950 7,950

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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事務事業名 50627 一般被保険者医療給付費分

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 03 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 03 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

改正国民健康保険法第７５条の７

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 2,674,212 2,614,081 2,587,940 2,562,060 2,536,439

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 43,411 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 417,705 781,401 773,586 765,850 758,191

一般財源 2,213,096 1,832,680 1,814,354 1,796,210 1,778,248

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2,674,212 2,614,081 2,587,940 2,562,060 2,536,439

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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事務事業名 50628 退職被保険者等医療給付費分

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 03 01 02 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 03 01 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

改正国民健康保険法第７５条の７

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 10,214 2,738 1,369 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 165 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 1,595 819 409 0 0

一般財源 8,454 1,919 960 1 1

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 10,214 2,738 1,369 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 45 頁

事務事業名 50629 一般被保険者後期高齢者支援金等分

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 03 02 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 03 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

改正国民健康保険法第７５条の７

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 913,270 873,852 865,113 856,461 847,896

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 14,825 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 142,650 269,751 267,053 264,382 261,738

一般財源 755,795 604,101 598,060 592,079 586,158

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 913,270 873,852 865,113 856,461 847,896

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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事務事業名 50630 退職被保険者等後期高齢者支援金等分

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 03 02 02 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 03 02 02 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

改正国民健康保険法第７５条の７

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 3,438 857 428 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 55 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 536 265 132 0 0

一般財源 2,847 592 296 1 1

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 3,438 857 428 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



判断理由＞

状況

の分析
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事務事業名 50631 介護納付金分

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 03 03 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 03 03 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

改正国民健康保険法第７５条の７

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 367,009 345,451 341,996 338,576 335,190

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 5,957 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 57,325 103,500 102,465 101,440 100,425

一般財源 303,727 241,951 239,531 237,136 234,765

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 367,009 345,451 341,996 338,576 335,190

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



定保健指 ・特定保健指 ・特定保健指

導 導 導 導 導

事　業　費 85,980 113,476 112,341 111,217 110,104

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 63,392 62,697 62,070 61,449 60,834

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 22,588 50,779 50,271 49,768 49,270

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 85,980 113,476 112,341 111,217 110,104

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動 特定健診受診券発送件数
通

特定健康診査の対象とな 17,500 16,500 15,500

① る人数（受診券発送数） 16,048 15,299 －

活動
② －

成果 特定健診受診率
％

特定健診受診者÷特定健 60 45 50

① 診対象者 44 44 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

特定健診受診率の最終目標数値(5カ年計画)については国から６０％とするよう示されているが、埼玉県内平均が38.4%である
状況

ことから、高い目標となっている。本市の第３期特定健康診査等実施計画では、３０年度目標は４５％となっており近似値で
の分析

あるが、今後は５％ごとに高まっていくなど、同様に高い目標となっている。
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事務事業名 27545 特定健康診査・特定保健指導事業費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 04 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 04 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間 平成２０年度 ～ 令和２年度

高齢者の医療の確保に関する法律　　　　　　　　 戸田市国民健康保険特定健康診査等実施計画

根拠法令 特定健康診査等基本指針　　　　　　　　　　　　 関連計画
通 達 等 特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象
４０歳以上７４歳以下の戸田市国民健康保険加入者

特定健康診査・特定保健指導を実施することで将来の生活習慣病を予防し、被保険者の健康増進と医療費の適正化を図る。

事業目的

４０歳以上７４歳以下の国民健康保険加入者に対し、生活習慣病の前段階としてのメタボリックシンドローム（内臓脂肪症

候群）に着目した健康診査を実施し、メタボリックシンドローム及びその予備群の人に対して、健康的な生活習慣を身につ

事業内容 けるための保健指導を実施する。

実施主体 □市による単独直営 ■委託 （■3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

特定健康診査 特定健康診査 特定健康診査 特定健康診査 特定健康診査

・特定保健指 ・特定保健指 ・特



た。診療情報提供事業につ

見直しの効果 いても７４件のデータが提供され、追加の特定健診では６０人が受診した。

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

本市の特定健診受診率は、受診率向上に向け、様々な取り組みを行ってきたことから、受診率は県平均を上待っ

事業の方向性 ている。今後も引き続き、本事業に力を注ぎ、更なる医療費の適正化及び被保険者の健康増進を図っていく必要

がある。

増大する医療費の予防対策として、特定健診事業の役割は非常に大きいものである。未受診者等への電話勧奨事

業を中心に、広報誌等による特定健診の啓発やキャンペーン活動、またわかりやすい案内方法などの基本的事項

にも力を入れ、また日曜日健診の実施回数を増やしたり、早期受診者への記念品贈呈などインセンティブを講じ

今後の取組方針 るなどして、実施計画の目標値達成に向けて、受診率の向上を目指していきたい。なお、今後も特定保健指導の

未利用者に対し、電話による利用勧奨事業などを行うと共に、特定保健指導については福祉保健センターと十分

な連携を図って実施していきたい。
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：施策の目標達成に貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

県平均を上回る受診率となっており、被保険者の健康保持に寄与するとともに、

Ｂ Ｂ Ｂ 医療費の抑制を通じて国保制度の安定的な運営に資している。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：経費は適正な範囲である。

＜判断理由＞
経費水準

医師会との委託契約額については、保険診療での点数をもとにしており、合理性

Ｂ Ｂ Ｂ のある価格となっている。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

医師会との集合契約により、統一した内容や金額で、市内の多くの病院で実施が

Ａ Ａ Ａ できるなど、被保険者の利便性に配慮されているとともに、事務の省力化にも資

している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ｂ：受益・負担は適正な範囲である。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

事業の原資は被保険者が負担する保険税であるとともに、対象者についても国の

Ｂ Ｂ Ｂ 基準に沿っており、負担と受益についての公平性は保たれている。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
受診率向上を目指し、特定健診の未受診者がいる全世帯に対し、電話による受診勧奨を実施した。また、日曜健

診の申込みに間に合うような適切なタイミングで未受診者へのハガキと封書を発送した。また、医療機関受診中

見直し内容 を理由に特定健診を受けない人について、医療機関にある診療情報データを提供していただく、診療情報提供事

業を実施した。医師会の協力を得て、冬季の一定期間、追加の特定健診を新たに実施した。

電話勧奨を行ったことで、特定健診の問い合わせや受診券の再発行件数が増えるなど、特定健診に対する関心が

高まった。また、日曜健診は定員に達するなど好評であり、受診率の向上につながっ



2,503 61,877 61,258

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 672 665 658 651

一般財源 37,499 23,513 23,278 23,046 22,816

人　件　費 20,469 20,469 20,469 20,469 20,469

投入 常勤職員 3人 3人 3人 3人 3人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 98,756 107,789 106,915 106,050 105,194

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果 人間ドック受診件数
件数

被保険者の人間ドックの 405 410 400

① 受診件数 425 392 －

成果
② －

Ｃ：活動・成果ともに達成できなかった。

目標達成 ＜判断理由＞

被保険者数が減少傾向にあるなか、人間ドック受診件数も減少した。
状況

の分析

戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 53 頁

事務事業名 7308 保健衛生普及費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 04 02 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 04 02 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ● 対象

分野 05 社会保障

○ 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

戸田市国民健康保険保養施設利用費助成事業実施要

根拠法令 綱　人間ドック検診費用補助金交付要綱　脳ドック 関連計画
通 達 等 検診費用補助金交付要綱　戸田市国民健康保険出産 施政方針

資金貸付条例　同施行規則

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象
国民健康保険被保険者

保健事業の実施により、被保険者の方に保健衛生への理解を深めていただきつつ、健康維持を図る。

事業目的

医療費通知の郵送、ジェネリック医薬品使用促進通知の作成と郵送、がん検診費の委託料支払い、保養施設宿泊利用共同事

業及び生活習慣病重症化予防対策分担金の負担、人間ドック検診費及び脳ドック検診費補助金、出産費資金貸付。

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ 　　 ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

保健事業の普 保健事業の普 保健事業の普 保健事業の普 保健事業の普

及と実施 及と実施 及と実施 及と実施 及と実施

事　業　費 78,287 87,320 86,446 85,581 84,725

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 40,788 63,135 6



拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

第２期戸田市国民健康保険保健事業実施計画書（データヘルス計画）に基づき、保健事業を着実に実施していく

事業の方向性 。

各種保健事業については対象者に効果的にアピールできるよう工夫を行っていくとともに、福祉保健センターや

国保連合会等と連携を行いつつ実施していく。また、ジェネリック医薬品など、周知が一巡した事業については

、今までのような伸びは期待されないため、事務効率を高める方向で改善を行っていく。

今後の取組方針

54 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：施策の目標達成に大いに貢献している。

＜判断理由＞
施策への貢献度

第２期データヘルス計画掲載の各事業を着実に実施することで、被保険者の健康

－ Ａ Ａ 保持に寄与するとともに、医療費の抑制を通じて国保制度の安定的な運営に資し

ている。

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：経費の精査が十分になされている。

＜判断理由＞
経費水準

第２期データヘルス計画の初年度にあたり、ジェネリック利用差額通知では委託

－ Ａ Ａ 先や回数の見直しなどで経費を節減した。

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：事業手法は工夫され、非常に効率的・効果的である。

＜判断理由＞
事業手法

保険年金課職員が直接実施するもの、福祉保健センターと協力して実施するもの

－ Ａ Ａ 、外部委託により実施するもの、県の共同事業に参画して行うものなど、事業ご

との性質により効率性の高い実施方法を選択している。

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 Ａ：受益・負担は十分な検討、見直しを実施している。

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

事業の原資は被保険者が負担する保険税であるとともに、対象者についても国保

－ Ａ Ａ 加入者のうち第２期データヘルス計画で定めた基準に沿っており、負担と受益に

ついての公平性は保たれている。

４．平成３０年度中に実施した見直し内容
ジェネリック利用差額通知について実施回数や委託先の見直しを行い、十分な準備をして変更に対応することが

できた。また、健診異常値放置者受診勧奨においては、高血圧の疾病がある方についても、新たに通知を行った

見直し内容 。

保健事業については、アウトカム指標として測ることが難しいが、アウトプット指標としては第２期データヘル

ス計画書に掲載された事業について、すべて実施することができた。

見直しの効果

５.今後の方針

●１現状で継続 ○２



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 55 頁

事務事業名 21323 財政調整基金積立金

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 05 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 05 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

戸田市国民健康保険財政調整基金条例

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 45 57 57 57 57

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 45 57 57 57 57

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 45 57 57 57 57

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



56 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 57 頁

事務事業名 21324 一時借入金利子

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 06 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 06 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 0 576 576 576 576

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 576 576 576 576

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 576 576 576 576

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



58 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針



戸田市　事務事業評価　≪事後評価シート≫ 59 頁

事務事業名 21322 その他共同事業事務費拠出金

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 07 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 07 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法附則第１０条

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ● 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 2 3 3 3 3

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 2 3 3 3 3

一般財源 0 0 0 0 0

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 2 3 3 3 3

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析



60 頁

３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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事務事業名 21327 返還金

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 08 01 03 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 08 01 03 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

国民健康保険法附則第７条

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ● 自治事務のうち義務的なもの ○ 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

事　業　費 172,472 1 1 1 1

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 172,472 1 1 1 1

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 172,472 1 1 1 1

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針
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事務事業名 21328 予備費

担当組織 福祉部 保険年金課 担当 国保給付担当

組織コード
R1 17 13 00

会計･款･項･目･大事業･中事業
R1 02 09 01 01 01 01

記入日 令和元年 5月28日
H30 17 13 00 H30 02 09 01 01 01 01

１.事務事業の概要

総合振興計画上の位置づけ 実施計画候補

基本目標 02 誰もが健康でいきいきと生活できるまち ○ 対象

分野 05 社会保障

● 対象外
施策 23 国民健康保険制度の円滑かつ安定的な運営

事業期間

根拠法令 関連計画
通 達 等 施政方針

事業区分 ○ 法定受託事務 ○ 自治事務のうち義務的なもの ● 自治事務のうち任意のもの

対象

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業目的

※予算編成用シート（評価除外事業）

事業内容

実施主体 ■市による単独直営 □委託 （□3ｾｸ･財団 □企業 □市民･NPO） □協働･協力（ ）

２.実施結果

事
業
の
予
算
・
実
績

平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度
執行額（千円） 予算額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円） 計画額（千円）

事 業 内 容

予備費 予備費 予備費 予備費 予備費

事　業　費 0 1,000 1,000 1,000 1,000

財
源
内
訳

国庫支出金 0 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0 0

起　　　債 0 0 0 0 0

そ　の　他 0 0 0 0 0

一般財源 0 1,000 1,000 1,000 1,000

人　件　費 0 0 0 0 0

投入 常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

人員 非常勤職員 0人 0人 0人 0人 0人

事業費＋人件費 0 1,000 1,000 1,000 1,000

指標名 単位 説明・算定式 Ｈ２９目標 Ｈ３０目標 Ｒ１目標

目
標
達
成
状
況

Ｈ２９実績 Ｈ３０実績 Ｒ１実績

活動
① －

活動
② －

成果
① －

成果
② －

－：未設定

目標達成 ＜判断理由＞

状況

の分析
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３.評価結果

評価結果 施策の目標達成に向けて貢献しているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
施策への貢献度

－ － －

評価結果 事業費・人件費の水準は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
経費水準

－ － －

評価結果 事業手法は適正か。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
事業手法

－ － －

評価結果 受益の公平性と負担の適正化は図られているか。

２８年度 ２９年度 ３０年度 －：未設定

＜判断理由＞
受益・負担の公平性

－ － －

４．平成３０年度中に実施した見直し内容

見直し内容

見直しの効果

５.今後の方針

○１現状で継続 ○２拡大して継続 ○３縮小して継続 ○４他事業と統合 ○５休止

○６その他見直し ○令和２年度で終了 ○令和元年度で終了 ○平成３０年度で終了

＜判断理由＞

事業の方向性

今後の取組方針


